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令和３年度 

訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金 

（歴史的資源を活用した観光まちづくり事業） 

補助対象事業 

 

公募要領 

 

 

 

 

 ■ 公募期間 

   令和４年２月 10日（木）～令和４年３月９日（水） 17：00（必着） 

 

 ■ 問合せ先 

   国土交通省 観光庁 観光地域振興部 観光資源課 

    担当：渡邉、川口、芝 

    連絡先：hqt-castle_temple_20@mlit.go.jp 

 

      注：電子メールにより問合せください。新型コロナウイルス感染症の感染対策の観点や

テレワーク等の執務体制から、質問、提出等について、観光庁への来訪及び電話はお

断りしております。メールの件名の冒頭に、必ず「【問合せ】」と付記ください。 

         

 

 

 

 

令和４年２月 
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Ⅰ．事業の概要 

 

１．背景・目的 

 「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28年３月 30日明日の日本を支える観光ビジ

ョン構想会議決定）に掲げられた 2030 年の訪日外国人旅行者数 6,000 万人、訪日外国人旅

行消費額 15 兆円等の実現に向け、観光庁では、城、社寺及び古民家等の歴史的資源を活用

した観光まちづくりの推進を行い、更なる地方誘客、観光消費額増の促進等の取組を推進

しています。 

 本事業は、城寺・古民家・伝統文化等の歴史的資源を活用した観光まちづくりを推進す

るために、城、社寺及び古民家の宿泊環境整備、体験コンテンツの造成・多言語化、コンシ

ェルジュ対応の充実等をの取組に対して支援を行います。 

 現在、新型コロナウイルス感染症により、国内各地の観光関連産業が影響を受けていま

す。状況が収束した後、一日でも早く国内外から多くの観光客に国内各地を訪れていただ

けるよう、この時期に、日本ならではの文化が体験できる宿泊・滞在型コンテンツ「城泊・

寺泊・古民家泊」の開発を進めておくことが重要です。 

 このような認識から、将来の反転攻勢のための基盤を整備するためにも、日本人旅行者

による消費や宿泊を含め、国内外問わず需要を喚起する取組となることも期待し、本事業

により支援を受けることを希望する事業者を募集します。 

 

２．募集に当たっての留意点 

（１）本事業は、令和４年度までの補助対象事業に補助金の交付を行いますが、令和５年度

以降も、本事業の成果を踏まえて、自ら継続して行う意向があることを前提といたしま

す。 

（２）「城泊・寺泊・古民家泊｣とは、以下のいずれかの事項に該当するものをいいます。 

① 旅館業法（昭和 23年法律第 138 号）上の旅館業の営業許可を得た城（天守閣、櫓及

び城郭内の歴史的資源を含む。以下同じ。）、社寺及び古民家において、宿泊滞在体験を

伴った宿泊事業を行うもの 

② 住宅宿泊事業法（平成 29 年法律第 65 号）上の住宅宿泊事業者としての届出をした

城、社寺及び古民家において、宿泊滞在体験を伴った宿泊事業を行うもの 

③ イベント民泊ガイドライン（平成 28 年４月１日観光庁観光産業課・厚生労働省医薬・

生活衛生局生活衛生課発出）に基づくイベント民泊として開催地の地方公共団体から

承認を得た城、社寺及び古民家において、宿泊滞在体験を伴った宿泊事業を行うもの 

④ その他城、社寺及び古民家での宿泊滞在体験を伴った宿泊事業を行うものであって、

地方公共団体からの承認を得たもの 

（３）本事業によって得られた成果や知見、補助対象事業者から提出された資料等について

は、歴史的資源を活用した観光まちづくりの推進のため、公開する場合があります。ま

た、事業完了後も、補助対象事業やその後の取組について調査・公表する場合がありま

す。  
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Ⅱ．募集内容 

 

１．補助対象事業について 

 本事業の補助対象事業は、城寺・古民家・伝統文化等の歴史的資源を活用した観光まち

づくりを推進するために、城、社寺及び古民家の宿泊環境整備、体験コンテンツの造成・多

言語化、コンシェルジュ対応の充実等に係る事業です。 

 本事業では、既に城泊・寺泊・古民家泊の取組を実施している地域（城泊については、取

組をまだ実施していないが具体的に計画をしている地域を含む。）を対象にします。 

 

２．補助対象事業者について 

（１）補助対象事業者となることができる者は以下の①～③の者とします。 

① 観光庁の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）登録制度において登録された者（以下「ＤＭ

Ｏ」という。） 

② 地方公共団体、ＤＭＯ又は民間事業者を中心に構成される地域協議会 

③ 民間事業者等 

 

（２）本事業の実施期間内及び完了後において、以下の①～④のいずれかの事項に該当する

者は、本補助金の交付対象としません。 

① 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合

は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をい

う。以下同じ。）が暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

るとき。 

② 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

③ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難される

べき関係を有しているとき。 

 

３．補助額・補助率について 

 補助額は、各事業の補助対象経費について 1,000 万円を上限とする定率補助により補助

するものとし、補助率は、１／２とします。 

 

４．補助対象経費 

 補助対象経費は、既に城泊・寺泊・古民家泊の取組を実施している地域（城泊について

は、取組をまだ実施していないが具体的に計画をしている地域を含む。）における城泊・寺
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泊・古民家泊の訪日外国人旅行者向け滞在コンテンツの充実、魅力向上及び訪日外国人旅

行者の受入環境整備に要する経費であり、以下の（１）及び（２）のとおりとします。 

 

（１）訪日外国人旅行者の受入環境整備のために必要な事業に関する経費 

① 客室に係る場所の改修及び寝具・家具の購入にかかる費用 

 訪日外国人旅行者が快適に滞在できる環境整備に関する経費 

② 多言語対応タブレットの購入及び設定費 

 訪日外国人旅行者が宿泊施設を快適に滞在し、日本ならではの文化体験が楽しめる

環境整備を図るための経費 

③ ホームページ等ＩＴを活用した情報提供・案内・予約システムの整備費及び多言語

対応にかかる費用 

 訪日外国人旅行者が該当施設の情報収集及びスムーズな予約が出来る導線の整備に

関わる経費（ＷＥＢでの情報提供に伴う情報発信メディアへのコンテンツ提供も含む。） 

④ 施設内における多言語案内の制作及び設置費用 

 多言語での案内に関わる整備・改良（案内標識、掲示物、コンテンツ作成）に関する

経費 

⑤ 感染症対策対応整備に必要な経費 

 感染予防対策のための経費及び安全・安心に滞在できる環境整備に必要な経費 

 

（２）訪日外国人旅行者向けの体験型・滞在型コンテンツの充実及び魅力向上のために必要

な事業に関する経費 

① 体験型・滞在型コンテンツの企画・造成・改善（多言語対応等）にかかる費用 

 訪日外国人旅行者に訴求し得る地域の観光資源の抽出に係る経費、地域の観光資源

を活用した体験型・滞在型コンテンツやプログラムの開発・改善に係る経費及び関係

事業者との検討会開催経費 

② 旅行商品の企画開発、課題抽出、高質化やモニターツアーにかかる費用 

 外国人やトラベルデザイナー等のモニターによる既存の観光資源や体験型・滞在型

コンテンツのモニタリングに係る経費、モニタリングによる課題抽出・整理に係る経

費及び意見を踏まえたコンテンツの改善に係る経費 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響等により海外在住の外国人モニターの招聘が困

難な場合を想定した代替措置に係る経費も含む。 

③ 滞在時の案内を行うコンシェルジュの養成に必要な経費 

 訪日外国人旅行者へのスムーズなサービス提供を行うためのコンシェルジュ養成に

必要な経費 

 

（３）補足 

 補助対象経費は、上記（１）及び（２）の経費ですが、以下の①～④の条件を全て満た

すものが対象です。 



5 

① 補助対象事業者が支出する経費 

② 補助対象事業の遂行に必要なものとして明確に区分できる経費 

③ ５．の補助対象事業の実施期間中の契約・発注及び支出した経費 

④ 証拠書類により支出金額が確認できる経費 

 

＜補助対象にならない例＞ 

 完了実績報告書等の確認時に、支出内容に以下のような補助対象外経費が含まれている

ことが判明した場合には、当該支出を除いて補助対象経費を算出しなければなりません。 

・ 国、都道府県、市区町村等により別途、同一課都度の経費に対して補助金、委託費等の

支給がなされている活動に関する経費 

・ 恒久的な施設の設置、大規模な改修に係る費用、耐久消費財や用地取得等に関する経

費 

・ コミュニティファンド等への初期投資（シードマネー）及び出資金 

・ 応募主体における経常的な経費（補助対象事業者の人件費（ただし、補助対象事業のた

めに臨時で雇用する者（アルバイト）の賃金は除く。）及び旅費、事務所等に係る家賃、

保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費及び通信料等） 

・ 親睦会に係る経費 

・ 振込手数料 

・ 国の支出基準を上回る謝金費用 

・ 既に提供されているコンテンツを活用して新たな事業を実施する場合における、既に

提供されているコンテンツそのものの実施費用 

・ 応募に要する経費等の「５．」の補助対象事業の実施期間より前に発生する経費 

・ 補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象とな

る消費税相当分 

・ その他本事業と無関係と思われる事業に関する経費 

 

５．補助対象事業の実施期間 

 原則として、「補助金交付決定通知書」の通知を受けた日以降の補助対象事業を開始し

た日から令和５年３月３日までの期間を事業の実施期間とします。 
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Ⅲ．事業者の選定 

 

１．選定 

（１）選定方法 

 観光庁において、応募期限までに応募があったもののうち、「Ⅱ．募集内容」に掲げる

要件を満たしているものの中から、「（２）選定の観点」に基づいて、総合的に評価を行っ

た上で選定を行います。 

 なお、必要に応じて、申請者、補助対象事業者、連携事業者等に対して、ヒアリング

（遠隔によるものを含む。）の実施、追加の資料提出依頼等をする場合があります。 

 

（２）選定の観点 

 提出された応募内容を、以下の観点から審査します。 

 

＜審査における審査項目及び加点ポイント＞ 

コンセプト

の有効性 

【審査項目】 

・ 地域の観光資源の特色を踏まえた城泊・寺泊・古民家泊における活

用方法が示されている。 

・ 本事業のゴール・ＫＰＩの設定内容及び算定方法が具体的かつ明確

であり、有効な結果が期待される。 

【加点ポイント】 

・ コンテンツ造成に当たり、地域資源（城や社寺、重要文化財、史跡、

自然公園、日本遺産、伝統文化、重要伝統的建造物群保存地区、農泊

地域等）及び関係省庁の関連施策（文化観光推進法1、農泊、渚泊、Savor 

Japan 等）との連携の観点が含まれている。 

・ 補助対象事業と、それに関連する地域の取組との相乗効果が大きい。 

・ 地域の観光戦略が申請書類に明記されており、これに適合した取組

である。 

・ 地域経済、地域環境及び住民満足度への波及効果の検討が行われて

いる。 

誘客の蓋然

性 

【審査項目】 

・ 本事業のターゲットとする訪日外国人旅行者像（ペルソナ）が明確

に設定されている。 

・ 本事業に係るマーケティング戦略、誘客・プロモーション計画が具

体的であり、有効性が認められる。 

【加点ポイント】 

                                                   
1  文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光の推進に関する法律（令和２年法律第

18 号） 
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・ 上質な観光サービスを求める富裕層・知的好奇心の高い層の訪日外

国人をターゲットとした提案がなされている（対象とする訪日外国人

の国・地域、属性等が根拠と共に明確に示されている）。 

・ 旅行者の消費や滞在場所等に係る情報を把握し、来訪頻度の増加や

滞在日数の増加を進めるためのＣＲＭ2の手法が具体化されている。、 

・ 本事業のプロモーションに際して、ＯＴＡ3の活用やＳＥＯ4対策、ハ

ッシュタグマーケティング等について具体的な戦略がある。 

実行力 【審査項目】 

・ 取組を進める上で必要となる行政機関等の許認可や管理者や周辺関

係者との調整が取れている又は取れる見込みである。 

・ 資金調達の見込みが立っている。 

・ 外国語対応体制が確保されている又は確保しようとしている。 

・ 事業の目的達成及び円滑な事業計画の遂行に必要となる組織・人員

等を、質量双方の観点で十分に備えている、又は備える予定がある。 

・ 実施体制における役割が適切に分担され、明確となっている。 

・ 事業の工程計画に具体性があり、事業期間内に完了することが確実

である。 

【加点ポイント】 

・ 地域内での連携体制や役割分担が行われている。観光事業者以外の

民間事業者等と連携している。 

・ ＤＭＯが申請主体若しくは地域協議会の一員である、又は密接に補

助対象事業の実施に関与している。 

・ 地域における交通アクセスに関する効果的な課題解決手法が提案さ

れている。 

・ 事業実施主体に地域で面的に本事業を実行する能力があり、そのた

めの体制が整備されている。 

・ 歴史的資源を活用した観光まちづくりに関わる事業を行っている民

間事業者や富裕層等のインバウンドのニーズに知見の深いトラベルデ

ザイナー等の外部有識者が事業に参画している。 

継続可能性 【審査項目】 

・ 提案段階において、令和５年度以降の継続・拡大意思がある。 

・ 本事業を自ら継続させるための採算性の確保策が明確である。 

【加点ポイント】 

・ 地域における人材確保や育成の仕組みについて考慮されている。 

                                                   
2 Customer Reationship Management : 顧客関係管理 
3 Online Travel Agency：オンライン旅行会社 
4 Search Engine Optimization：検索エンジン最適化 



8 

・ 事業推進に当たり、経済効果の観点に限らず、地域住民にも配慮し、

地域の文化やまちづくりにコミットできる持続可能な観光の在り方が

検討されている。 

 

（３）選定結果の公表 

 選定結果は、観光庁から選定された者に対して通知するとともに、観光庁のウェブサ

イトにて選定団体名、事業内容等について公表します。公表前における選定・不選定に関

する質問及び公表後の選定・不選定の理由に関する質問等の個別の問合せにはお答え出

来ませんので、お控えください。 

 

２．応募方法 

（１）提出先 申請書類は、電子メールで提出してください。 

【宛先】国土交通省 観光庁 観光地域振興部 観光資源課  

     担当：渡邉、川口、芝 

     連絡先：hqt-castle_temple_20@mlit.go.jp 

※ 申請書類受領連絡は、受領確認後、観光庁から２開庁日以内までに電子メールに

て連絡します。２開庁日を経過しても連絡がない場合は、件名の冒頭に「【提出確

認】」と付記したメールにて、問合せください。 

（２）応募期限 令和４年３月９日（水） 17：00（必着） 

  ※ 当該期限までに観光庁が受領したものを有効として取扱います。 

（３）提出内容 

①事業概要説明書 

※ 観光庁等が公表することを前提として作成してください。 

②事業計画（地域協議会は「事業計画（地域協議会用）」も含む。） 

③別紙１ 事業の工程計画の詳細 

④別紙２ 宿泊施設の実績及び目標 

⑤経費の内訳 

※ ②～⑤の申請書類は、まとめて一つのＰＤＦ形式の電子ファイルにして提出してく

ださい。その際、エクセルファイルは、セル内の文字が切れていないことをご確認くだ

さい。 

（４）その他 

・ 申請書類一式は、全て観光庁ウェブサイト上でダウンロードした様式をお使いくだ

さい。 

・ 各様式は日本産業規格Ａ列４版（Ａ４）に印刷する想定で作成してください。 

・ 申請書に使用する言語及び通貨表記は、日本語及び日本国通貨表記に限ります。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染状況等により、本事業の実施内容に変更が生じる

可能性がある旨、ご留意ください。 
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３．公募手続に関する質問 

（１）質問受付期間 

 令和４年２月 10 日（木）～令和４年３月９日（水） 17：00（必着） 

（２）質問方法 

 電子メールで問合せください。メールの件名の冒頭に、必ず「【問合せ】」と付記くださ

い。新型コロナウイルス感染症の感染対策の観点やテレワーク等の執務体制から、質問、

提出等について、観光庁への来訪及び電話はお断りしております。 

【宛先】国土交通省 観光庁 観光地域振興部 観光資源課  

     担当：渡邉、川口、芝 

     連絡先：hqt-castle_temple_20@mlit.go.jp 
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Ⅳ．留意点 

 

１．申請内容等について 

（１）本事業の内容が、宗教活動や政治活動を目的としてはいけません。 

（２）本事業の内容に、具体的な実現見込みのない取組を記載してはいけません。 

（３）申請書類に虚偽の記載を行う、ヒアリング時に虚偽の発言をするなどした場合は、本

申請を無効とします。補助金の交付決定後に虚偽等が発覚した場合も同様で、経費の一

部又は全部が支払われないことがあります。 

 

２．事業期間中について 

（１）選定の結果、観光庁から補助金額等の内示を受けた申請者は、次の書類を提出し、観

光庁から「交付決定通知書」の通知を受けてから事業を実施する。補助金額等の内示は

令和４年３月下旬頃を予定していますが、応募状況等により前後する可能性があります。 

◇訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金交付要綱（平成 30 年６月 25 日観観振

第 26 号。以下「交付要綱」という。）様式第 82（交付申請書） 

◇交付要綱様式第 60（消費税等の額の取扱いについて） 

（２）補助対象事業者は、個別事業間の補助対象経費の配分について変更する場合及び補助

対象事業の内容を変更する場合（（４）に掲げる軽微な変更を除く。）は、次の書類を提

出し、事前に承認を受けなければなりません。 

◇交付要綱様式第 62（交付決定変更申請書） 

（３）補助対象事業者は、次に掲げる軽微な変更をしたときは、次の書類を速やかに観光庁

に提出しなければなりません。 

◇交付要綱様式第 63（交付決定軽微変更届出書） 

＜軽微な変更＞ 

① 補助対象事業の目的達成のために個別事業間の相互間の弾力的な遂行のために必

要と考えられる場合 

② 補助対象事業の目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助対象事業者の創

意工夫により事業計画の変更を認めることが、より効果的に補助対象事業の目的達

成に資するものと考えられる場合 

③ 補助目的及び事業の遂行に関係ない事業計画の細部変更である場合 

④ 個別事業間の補助対象経費の配分について、それぞれの配分額の 30％以内の変更

である場合 

（４）補助対象事業者は、交付決定に係る申請の取下げをするときは、「交付決定通知書」の

通知を受けた日から起算して 30 日以内に、次の書類を提出しなければなりません。 

◇交付要綱様式第 65（交付申請取下届出書） 

（５）補助対象事業者は、補助対象事業者の住所若しくは名称又は代表者の氏名に変更があ

ったときは、速やかに次の書類を提出しなければなりません。 

◇交付要綱様式第 66（補助対象事業者等の変更届出書） 
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（６）補助対象事業者は、補助対象事業を中止又は廃止しようとする場合は、次の書類を提

出し、事前に承認を受けなければなりません。 

◇交付要綱様式第 67（補助対象事業中止（廃止）承認申請書） 

（７）補助対象事業者は、補助対象事業の遂行状況について、各四半期（第４四半期は除く。）

が終了する月の翌月末日までに、次の書類を提出しなければなりません。 

◇交付要綱様式 85（補助対象事業遂行状況報告書） 

※ 補助対象事業が年度内に完了しない見込みであるときは、上記報告書にその理由を

伏して、令和５年３月 10 日までに提出しなければなりません。 

※ 上記に関わらず、観光庁から要求があったときは、速やかに補助対象事業の遂行状

況について報告しなければなりません。 

 

３．事業完了後について 

（１）補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、事業完了日から起算して一ヶ月

を経過した日又は令和５年４月 10日のいずれか早い日までに、次の書類に必要に応じて

参考となる書類を添えて提出しなければなりません。 

◇交付要綱様式 86－１（補助対象事業完了実績報告書） 

※ 補助対象事業の全部が令和４年度内に完了しないときには、令和５年４月３０日ま

でに次の書類に必要に応じて参考となる書類を添えて提出しなければなりません。 

◇交付要綱様式 86－２（補助対象事業年度終了実績報告書） 

（２）補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、事業完了日から起算して一ヶ月

を経過した日又は令和５年４月 30日のいずれか早い日までに、次の書類を提出しなけれ

ばなりません。観光庁は、提出された事後評価を確認し、補助対象事業者に対し今後の

事業又は地域の取組の改善の観点から、適切な指導・助言等を行います。 

◇事業の事後評価（様式は別途指定） 

※ 補助対象事業の全部が令和４年度内に完了しないときには、令和５年４月３０日ま

でに参考となる資料とともに観光庁に報告しなければなりません。 

（３）事業完了後には、各地域における訪日外国人旅行消費額の拡大に向けた取組の参考と

なるよう、観光庁による指導・助言の内容や成果の公表を予定しております。なお、（１）

で提出された書類を、観光庁等において公開することがあります。 

（４）令和５年度以降においても、観光庁が必要と判断した場合、本事業後に当該事業に関

係する報告を求めることや、関係者への事情聴取、事業成果の発表を求める場合があり

ます。 

 

４．事業経費・補助金の支払について 

（１）補助対象事業の遂行状況、支出内容及び費用の妥当性等に鑑みて、一部又は全部の経

費を国が支払わない場合があります。また、「２．（１）」の「交付決定通知書」の交付決

定額以上の経費が生じた場合でも、交付決定額を超えた部分については支払われません。 

（２）観光庁は、「３．（１）」の書類を審査し、「補助金の額の確定通知書」を通知します。通
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知を受けた補助対象事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、次の書類を提出

しなければなりません。観光庁は、書類受領後１か月程度で補助金を支払います（国土

交通省大臣官房会計課長から指定口座に振込み）。 

◇交付要綱様式 71（支払請求書） 

※ 補助金は経理上、交付を受けた事業年度における収益として計上するものであり、

法人税等の課税対象になります。 

（３）補助対象事業者は、補助事業の完了（中止及び廃止を含む。）後に、補助金に係る消費

税等仕入控除税額が確定したときは、次の書類を提出しなければなりません。観光庁は、

当該消費税等仕入控除税額の返還命令を行いますので、納期日までに返還しなければな

りません。 

◇交付要綱様式 72（消費税等の額の確定に伴う報告書） 

（４）補助対象事業者は、補助金を受ける際の会計を他の会計とは別に区別経理を行うもの

とし、補助対象事業に関する書類（補助対象事業の収支の事実を明確にした契約書、支

払い領収書等の証拠書類等）を整理し、事業完了年度の翌年度から５年間保存しなけれ

ばなりません。 

 

５．メディア等からの問合せ等について 

 メディア等から問合せや取材があった場合、必ず事前に観光庁に報告するとともに、そ

の内容が記事掲載、テレビ放送等される前に、必ず観光庁にその内容を報告してください。

また、その内容について「３．（１）」の書類への記載を求める場合があります。 

 

６．その他 

（１）提出書類は、行政文書に当たるため、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」

（平成 11 年法律第 42 号）に基づき、開示請求があった場合は、開示対象となることが

あります。 

（２）提出書類の作成に係る費用は、提出者の負担とします。 

（３）補助対象事業者は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得

財産等」という。）については、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意

をもって管理し、補助金交付の目的に従って、効率的に運用しなければなりません。取

得財産等のうち財産処分告示5に定められた財産については、次の書類を備え、管理しな

ければなりません。 

◇交付要綱様式 73（取得財産管理台帳） 

（３）補助対象事業者は、取得財産等について、財産処分告示 5に定めた期間（いわゆる、法

定耐用年数に相当する期間）内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸付又は担保に供しようとするときは、次の書類を提出し、事前に承認を得な

                                                   
5 「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産のうち処分を制限する財

産及び補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間を定めた件」（平成

22 年国土交通省告示第 505 号） 
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ければなりません。この場合において、当該取得財産を処分することにより収入がある

場合は、原則として、その収入額を国に納付することになります。 

◇交付要綱様式 74（補助対象事業財産処分等承認申請書） 

◇交付要綱様式 75（補助対象事業財産処分等収入金報告書）（収入がある場合） 

（４）補助対象事業の実施状況確認のため、観光庁又は観光庁の委託を受けた者が実地検査

を行う場合があります。また、本事業終了後、会計検査院等による実地検査・監査が行

われる場合があります。これらの検査等により、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）等の規定に違反したことが明らかとなった場合

は、補助金の返還命令等の処分がなされる可能性があります。この場合、補助対象事業

者はこれに従わなければなりません。 

（５）本事業への応募に係る提出書類により観光庁が取得した個人情報については、以下の

利用目的以外に利用することはありません。ただし、法令等により提供を求められた場

合を除きます。 

・ 本補助対象事業における補助対象事業者の審査・選考・事業管理のため（審査には、

国（独立行政法人を含む。）及び申請書記載の金融機関等に対し、当該機関の実施する

補助金、助成金の交付又は応募内容の異同の判断のため、情報提供する場合を含む。）。 

・ 認定後の事務連絡、資料送付、効果分析等のため。 

・ 応募情報を統計的に集計・分析し、応募者を識別・特定できない形態に加工した統計

データを作成するため。 


